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平成 24 年度被扶養者資格確認届書作成要領 

 
 埼玉県市町村職員共済組合被扶養者証の検認として実施する被扶養者実態調査に係る「被扶養

者資格確認届書」（以下「届書」という。）を作成する際には、次の事項にご留意のうえ作成して

ください。 
 
１ 届書各欄の記入方法 

（1）続柄                 
   該当被扶養者の続柄を記入してください。  

(2) 職業 
無職又は職種（学生・農業・パート・アルバイト・自営業）を記入してください。自営業

については、具体的な内容も記入してください。 

(3) 収入見込額 
給与・年金・事業・その他の収入がある場合は、その収入の種類と全ての収入見込額を記

入してください。特に、所得税法上は非課税となる遺族年金等（恩給扶助料を含む。） 及び

障害年金等についても、全て収入として取扱いますので必ず見込額を記入してください。 

(4) 扶養手当の有無 
   被扶養者に係る扶養手当受給の「有・無」については、いずれかに○印を付してください。 

(5) 同居・別居の区分 
別居の場合は、仕送り月額を記入し、住所（※参照）の確認をしてください。住所に変更

がある場合は、赤字で訂正をお願いします。当該訂正で住所の変更を行います。 
新たに別居が判明した場合は、「被扶養者申告書」により遠隔地申請と添付書類を提出し

てください。 
※別居の届出住所について、登録のある方は印字してあります。印字のない方は住所欄に記載

をお願いします。 

(6) 18 歳以上の被扶養者について扶養しなければならない理由 
18 歳以上の被扶養者（配偶者を除く）で、全日制の在学証明書（有効期限の分かる学生

証の写し可）又は医師の診断書等（障害手帳の写しを含む。）を提出できない調査対象者の

場合は、「届書」の下欄に「日常生活の現状及び稼働できない理由」「組合員が扶養しなけれ

ばならない具体的な事情」及び「扶養者の今後の見通し」等を具体的に記入してください。 

(7) 提出日・署名・押印 
 提出日の記入及び組合員の署名・押印を必ず行ってください。 
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２ 添付書類 
「届書」の職業及び収入見込額にかかる添付書類の具体的な取扱いは次のとおりです。 

(1)  在学証明書 
① 国内の学生について 

学生である場合は、本年 4 月 1 日以降に交付された在学証明書又は有効期限の分かる学

生証の写し。 
② 留学生について 

留学先の在学証明書又は有効期限の分かる学生証の写しにその日本語訳を添えて提出

してください。 

(2) 年金に関する書類 
① 年金受給者については、最新の年金支払通知書（写） 
② 年金請求中のため、条件付きで被扶養者として認定されている者で、決定後の年金額を

証明する書類が未提出の方は、年金証書等（写） 

(3) 雇用保険受給資格者証 
雇用保険申請中（受給延長者含む）のため、条件付で被扶養者として認定されている者で、受

給が決定した者については、雇用保険受給資格者証の写し（支給日額・支給状況等わかるもの） 

(4) 給与支払証明書及び源泉徴収票 
①  給与所得を有する者が被扶養者として認定されている場合は、平成 23 年分の年間収入

の分かる書類（源泉徴収票等）及び平成 24 年 1 月から 6 月までの「給与明細書」（通勤

手当等含めた総支給額が分かるもの）の写し、または「給与等支払証明書（別紙 2）」（事

業所の証明印が押印してある証明書類でも可） 
② 組合員以外の扶養義務者がいる場合は、双方の収入が比較できる書類（源泉徴収票等）。 
③ 大学生等でアルバイトなどの給与収入がある方についても、①と同様の取り扱いとなります。 

(5) 所得証明書・確定申告書 
被扶養者または組合員以外の扶養義務者が農業収入あるいは営業収入等を有する場合は、 
平成 23 年分の「所得証明書」「確定申告書」及び「収支内訳書」（税務署の受付印のある

もの）全ての写しが必要です。 
※【参考】事業所得等における必要経費の取扱い（別紙 3）参照。 

(6) 非課税証明書 
稼働能力のある被扶養者（18 歳以上で配偶者及び学生を除く）については、市区町村で

発行する非課税証明書を提出してください。 

(7) 医師の診断書等 
傷病又は障害等の理由により就労することが困難な 18 歳以上 60 歳未満の被扶養者の方

（被扶養配偶者及び学生を除く）は、医師の診断書（３ヶ月以内に発行のもので写しでも可）

又は障害者手帳（写）を提出してください。 
なお、障害年金等を受給されている方については、当該年金の最新の「年金支払通知書

（写）」又は「年金額改定通知書等（写）」を提出してください。 
 

(8)  遠隔地被扶養者の仕送り額の確認書類 
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 別居の被扶養者の仕送り額について（学生及び施設入居者を除く）は、調査基準日の直近

３ヶ月分を確認できる書類を提出してください。 

仕 送 り 額 認定対象者一人につき月額５万円以上の仕送り額が必要となります。 

確 認 書 類 
金融機関の振込受領書、自動送金の場合は送金内容が確認できる書類（振

込人と受取人の氏名、金額が確認できるもの） 

(9) その他 
上記のほか、必要に応じ適宜各書類の提出を依頼する場合がありますので、ご協力をお願いします。 

３ 被扶養者の認定取消に係る申告書の提出について 
  次に該当する被扶養者については、「届書」と併せて「被扶養者申告書」の取消申請を提出

してください。 
  なお、被扶養者の取消日は、「被扶養者の要件を欠くこととなった日」まで遡って取消しと

なりますので、その取消日が確認できる書類等を添付してください。 

 (1)  給与及び年金等の収入 
    パート、年金等の恒常的収入を得ている被扶養者で、収入金額が年額 130 万円以上ある

者。ただし給与収入にあっては、連続 3 ヶ月 108,334 円（月額）以上ある者。 
 60 歳以上の公的年金受給者及び障害を支給事由とする公的年金受給者である場合は、

年金額を含めて年額 180 万円以上ある者。 

(2) 雇用保険失業給付等の受給 
 雇用保険申請中のため、条件付で被扶養者として認定されている調査対象者で、受給が

決定し、雇用保険失業給付等の給付金を日額 3,612 円以上受給している者。 

(3)  就職等 
就職又は稼働を開始したことにより被扶養者の要件を欠くこととなった者。 

(4)  被扶養者の生計状況を把握できない場合 
被扶養者の認定を受けている組合員は、その被扶養者の収入状況、日常の生活及び被扶実

態等を把握する義務があります。したがって、これらの実態を具体的に証明できない場合に

は、組合員が把握できなくなった日から被扶養者の取消しを行わなければなりません。 

４ その他注意事項 
 (1) 収入の捉え方 
   扶養認定上の収入とは、「所得税法の所得」「暦年による収入」あるいは「年度による収入」

などのように得られた金額の実績ではありません。収入を得た事実や雇用条件等の変化によ

り「恒常的に得られるであろう収入見込み額」です。 
   従って、月額 108,334 円以上の賃金を得られる雇用契約を結んだ場合は、その勤務を開始

した日が被扶養者の取消日となります。 

 (2) 取消申告の提出が遅れた場合の医療費の返還 
   被扶養者の要件を欠いているにもかかわらず、被扶養者の取消申告を行わずに医療機関等

で受診していた場合には、その診療に係る共済組合の給付は全額返還していただきます。 


